
令和 4 年度 第 2 回 FD 研修会・第 1 回 SD 研修会 報告 
 

令和元（2019）年に改正労働施策総合推進法（通称：パワハラ防⽌法）が成⽴するなど、
社会からハラスメントに対する厳しい⽬が向けられるようになり、ハラスメントへの意識
は年々⾼まってきています。⼤学においても、これまで問題ないと思われてきた⾔動がハラ
スメントとして捉えられることも少なくありません。 

令和 4（2022）年 10 ⽉ 28 ⽇（⾦）、「ハラスメント」をテーマとして、第 2 回名桜⼤学
FD 研修会・第 1 回名桜⼤学 SD 研修会（主催：名桜⼤学 FD 委員会、共催：名桜⼤学総務
企画部総務課）が開催されました。令和 3 年度に引き続き、ハラスメントをテーマとした
FD・SD 合同研修会の開催となりました。参加者は、専任教員 84 名（参加率 73％）、事務
職員 42 名（同 75％）、⾮常勤講師 5 名でした。 

鈴⽊啓⼦副学⻑による開会のあいさつでは、「ハラスメントでは、誰もが加害者にもなり
うるし、被害者にもなりうる」ことをふまえ、本学の中期⽬標・中期計画におけるハラスメ
ント対策の現状と課題が紹介され、対策には、教職員⼀⼈ひとりのハラスメントに対する意
識向上が重要であると述べられました。 
 研修会の講師には、琉球⼤学ハラスメント相談⽀援センター⻑・学⻑補佐（ハラスメント
防⽌担当）でいらっしゃる⽮野恵美⽒（琉球⼤学法科⼤学院教授）にご登壇頂きました。⽮
野⽒は、⼤学⼈もハラスメントの定義や法律をよく理解した上で「ハラスメントは⼈権侵害
であり、教職員間のハラスメントに対してはもちろん法律を適⽤できるが、学⽣のハラスメ
ントに関しても訴訟になれば、⼤学は損害賠償請求や安全配慮義務違反などに問われるこ
とに注意すべきである」と説明されました。また、⼤学は教育の場であると同時に職場でも
あることや部局固有の問題があるといった⼤学の特殊性についても触れられ、「教員は学⽣
と対等な関係ではなく、優越的な地位や⽴場にあることからと特に注意が必要である」とい
った点にも触れられました。例として、⽂部科学省は国⽴⼤学に対し「学⽣に対するセクシ
ャルハラスメントを含む性暴⼒等に対する措置について（通知）」を発しており、該当する
教職員に対しては懲戒解雇処分も含めた厳正な対処を求めていることが紹介されました。
今後、⼤学は「構成員から構成員へのハラスメントが典型的であるが、⾮構成員から構成員
へのハラスメントという事例にも対応できることも期待されている」との提案もありまし
た。さらに、SOGI ハラスメント、ストーカー⾏為、デート DV、COVID-19 関連のハラス
メント、就活関連のハラスメント、セカンド・ハラスメント等、多様なハラスメントの事例
を詳細に解説して頂きました。講演の最後には、ハラスメント被害経験者の 43.2％が誰に
も相談していないという実態や、元⾃衛隊員の⼥性に対するセクハラ・性暴⼒対応の問題点
の事例をもとに、「組織はハラスメント防⽌・対策を怠れば、⼈材の損失、費⽤・時間の損
失、組織の信⽤の損失という深刻な被害が⽣じる」ことから、組織（⼤学）にとってのハラ
スメント防⽌・対策は極めて重要であるとし、本学のハラスメント対策が組織的に進むこと
に対して期待を表明されました。 



 最後に、⼭城事務局⻑から閉会のあいさつがありました。ハラスメントがもたらす⼤学組
織への損失が極めて⼤きいことが理解でき、繰り返し研修会を開く必要性があることを踏
まえ、「今回の研修会でハラスメントへの理解を深めてもらい、教員や学⽣が安全安⼼な環
境で研究・学習をしてもらうことができるようにしていきましょう」との掛け声とともに、
ゲスト講師の⽮野⽒に対する感謝の⾔葉が述べられ、閉会となりました。 
 なお、参加者からの事後アンケートに対する回答では、「名桜⼤学にもハラスメントセン
ターを設置できるといい」「ハラスメントを避けるコミュニケーションスキルも重要」「（研
修会を）継続的に⾏うことで、組織⾵⼟として培われるのではないか」「ハラスメントに対
して加害者は無⾃覚」「学⽣への名前呼びなど、とても参考になった」「沖縄の具体的な事例
を挙げて頂いたので地域性が良く理解できた」等の多くの感想が寄せられました。⼤学にお
けるハラスメント対策の道のりは簡単ではないと思われますが、教職員に対しては「⽿にタ
コ」ができるくらいハラスメントを理解する場が必要だと感じました。 

 
⽂ 責：⽊村堅⼀（全学ＦＤ委員⻑） 

 

 

 

 
多様なハラスメントの事例① 
当⽇資料より 

オンライン開催の様⼦  

  

  
多様なハラスメントの事例② 
当⽇資料より 

研修会まとめ 
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